
予算要求資料
平成28年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新地方創生型スマートコミュニティ構築支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　        商工労働部新産業・エネルギー振興課　エネルギー・成長産業係

電話番号：058-272-1111（内2934）
E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　   20,357千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	20,357
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,357

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成28年3月に策定した「岐阜県次世代エネルギービジョン」において、再生可能エネルギーの創出、省エネルギーの推進と並び、再生可能エネルギーを活用した地産地消型エネルギーシステムの構築を３つの重点プロジェクトとして推進することを定めている。
・「地方創生型スマートコミュニティ」とは、地域内に賦存する資源で創出したエネルギー（電気、熱、水素等）を地域内で利活用する「地産地消型エネルギーシステム」の構築を通じて、産業施設の誘致、地域の産業振興、雇用創出、資本の域外流出の防止による地域経済の活性化を図るものである。
・また、地域内で独自のエネルギーを保持することは、災害時等に県民生活や産業活動を守る観点から大変重要なものであり、系統電力に依存しない自立分散型の機能をもつコミュニティを構築することは、安全で安心して暮らせる地域の確立に資するものと言える。
・現在、県内においては唯一、八百津町において再生可能エネルギー由来の水素を活用した「地方創生型スマートコミュニティ」の構築に向けた取組が進められており、県エネルギービジョンの実現に向けた先進モデルとして県が支援策を講じる必要がある。

（２）事業内容
  　①再生可能エネルギー由来の水素を活用した地方創生型エネルギーシステムの構築に先進的に取り組む「八百津町」をモデルと位置付け、その実現に必要となる事業検討調査や実施設計、試験設備による実証・試行調査を行うために必要な経費の一部を補助。

ア）補助対象経費
	補助対象経費
	内　　訳

	調査費
	補助事業の実施に必要な調査に要する経費

	設計費
	補助事業の実施に必要な設計に要する経費

	設備器具費
	補助事業に必要な実証設備に要する経費

	設備工事費
	補助事業に必要な実証設備の工事に要する経費


イ）補助率等
補助率：1/2以内、補助限度額：20,000千円
　　②多角的な視点で先進モデルの構築を推進するため、地産地消エネルギーシステムの構築に関する専門知識を有する学識経験者等を地域へ派遣して支援する。
（３）県負担・補助の考え方
　　　県のエネルギー政策の基本方針となる「岐阜県次世代エネルギービジョン」に基づき、先進事例をモデルに他地域へ地産地消型エネルギーシステムを展開するために必要な事業であることから、県が経費の一部を負担。
　
（４）類似事業の有無
　　・４県（宮城県、神奈川県、長野県、三重県）
　　・「５　スマートコミュニティ構築に関する他県の類似事業の状況」参照

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	216
	指導者謝金　@6,000円/h×6h×2人×3回＝216,000

	旅費
	141
	指導者費用弁償　@23,380円×2人×3回 ＝140,280

	補助金
	20,000
	１団体

	合計
	20,357
	


	　決定額の考え方



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
【岐阜県次世代エネルギービジョン(平成28年3月策定)】
・再生可能エネルギーを活用した、地産地消型スマートコミュニティの構築を３つの重点プロジェクトの一つとして推進することを定めている。
（２）八百津町の取組に対する支援等の経緯
	平成２７年７月

～平成２８年３月
	「岐阜県次世代エネルギー産業創出コンソーシアム」のワーキンググループ活動補助金を活用し、八百津町における水素利活用に関する調査研究を実施

	平成２８年３月３０日
	県補助金を活用し、八百津町に移動式水素ステーションの車両基地を八百津町内に整備
［水素ステーション：岐南町・土岐市］

	平成２８年５月末
	八百津町が総務省委託事業「分散型エネルギーインフラプロジェクト・マスタープラン策定事業」に応募

［今後のスケジュール：７月中にヒアリング、８月中には採択予定］

	平成２８年７月

～平成２９年２月
	「岐阜県次世代エネルギー産業創出コンソーシアム」のワーキンググループ活動補助金を活用し、水素利活用製品の技術開発、水素資源調査等を実施

	平成２８年７月２６日

	県、八百津町、岐阜大学及び関連企業３社による「水素社会の実現に向けた取組に関する連携協定」を締結
［県の役割：
・岐阜県次世代エネルギー産業創出コンソーシアムを通じたエネルギー関連ビジネスの創出支援
・岐阜県の研究開発機関による技術支援
・水素利用の普及・啓発
・県内外への情報発信などを通じて積極的な協力 等］


（３）国補助事業の状況

　　　経済産業省「地産地消型再生可能エネルギー面的利用等推進事業費補助金（構想普及支援事業）」は「実施設計」までを対象とした類似事業と言える。ただし、申請者の要件として「エネルギー事業者（小売電気事業・特定電気事業・特定供給・熱供給・地点熱供給を行っている場合又はエネマネ事業者に係る登録実績を有する者）」が含まれていることが必須となっており、八百津町ではこの要件を満たさない。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	地方創生型スマートコミュニティ構築支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村又は市町村を構成員に含む推進組織

	補助事業の概要
	（目的）

平成２８年３月に改定した「次世代エネルギービジョン」においては、再生可能エネルギーを活用した「地産地消型エネルギーシステム」の構築を３つの重点プロジェクトとして推進することを定めている。

本補助事業は、地産地消型エネルギーシステムの構築を推進するとともに、産業施設の誘致、地域の産業振興、雇用創出、資本の域外流出の防止による地域経済の活性化を図ることにより、「地方創生型型スマートコミュニティ」の実現を目的とする。

（内容）

再生可能エネルギーやエネルギーマネジメント等を活用した地域づくりに必要となる事業検討調査や詳細設計、試験設備による実証・試行調査を行うために必要な経費の一部を補助する。

	補助率等
	定率　１／２以内　上限２０，０００千円

	補助効果
	地産地消型エネルギーシステムの構築

３件以上（平成３２年度）

	終期の設定
	終期　平成３２年度

（理由）平成２８年３月に改定した次世代エネルギービジョンの対象期間が平成２８～３２年度のため


（事業目標）

	・地産地消型エネルギーシステムの構築


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H27年度末)
	目標

(H28年度末)
	目標

(終期)

	①地産地消型エネルギーシステムの構築
	0件
	1件
	3件以上

	②
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
9月補正
（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)
20,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	１

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	現状、県内において「地産地消型エネルギーシステム」に該当するシステムは整備されていない。

そのため先進事例を確立し、県内に広く波及させるため県として積極的に関与していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


